
* 北海道大学大学院工学研究科 修士（工学）   Graduate Student, Grad. School of Engineering, Hokkaido University, M. Eng. 
** 名古屋工業大学大学院工学研究科 教授・工博  Prof., Grad. School of Engineering, Nagoya Institute of Technology, Dr. Eng. 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. 本研究の目的 

地震で室内が散乱することに伴う居住者の負傷発生事象を説明す

る確率モデルを構築し，それに基づき室内危険度定量化のための診

断指標の提案と負傷軽減を実現するための室内安全化規準を明らか

にすることを，本研究の目的とする。 

 

２. 負傷発生問題に関する立脚点 

地震による死者並びに負傷者の発生を抑制させることの是非につ

いて異論は無いであろう。この問題に着手するに当たり筆者らは，

人的被害を死者・負傷者という状態区分ではなく，対策別に区分す

る立場を主張する。建物被害に伴う人的被害のうち建物倒壊が直接

因の場合，建物の耐震性向上等の物理的空間保存対策が死者および

負傷者軽減対策に直結する。しかし，建物が倒壊せずとも室内散乱

やライフライン機能停止等の住環境劣化による死者（関連死）や負

傷者の軽減には上記とは別の質的空間保存対策を考える必要がある。

有効な人的被害軽減対策は，死者や負傷者を一括りで扱うのではな

く，因果を含めた対策ごとに対象を絞り込んだ統計的扱いそして評

価する姿勢が重要と考える。 

しかしながら，現状として負傷に関する対策・取り組みは決して

十分とはいえない。平成 17 年度国土交通白書 1）では，安全・安心

の確保に向けた地震災害への対策として，住家耐震化（すなわち物

理的空間保存対策）の推進を謳っており，10 年後の目標を耐震化率

9 割に設定している。目標値が達成されれば建物損壊による死者お

よび負傷者は大幅に減少するであろう。しかしながら，当政策から

室内被害による負傷回避は期待できず，負傷者軽減が新たな課題と

なることは必至である。加えて，少子高齢化の進行と世帯構成の変

化が課題を拡大させることも懸念される。すなわち，将来的な独居

世帯や高齢者のみの世帯増に加え少子高齢化が災害弱者の増加と災

害時救助要員の減少をオーバーラップさせ，負傷発生は被災直後の

みならず復旧・復興過程における世帯や地域の負担を過重にする大

きなファクターとなろう。このような状況に鑑みるならば，対策の

基本理念として建物倒壊に伴う死者・負傷者軽減に止まることなく，

建物が倒壊せずとも発生する室内散乱による負傷問題は別途考慮に

入れるべきであり，負傷軽減のための自助能力向上を目標とした住

環境整備（すなわち質的空間保存対策）の研究と推進が不可欠とい

えよう。以上より，本研究は被震下における室内散乱に伴う負傷者

発生事象を扱う。 

 

３. 既往研究との位置づけ 

個々の世帯における対策の端緒は現状認識である。すなわち，死

を防ぐために建物耐震性診断が用意されていると同様に，負傷を防

ぐための室内危険性についての自身の住環境を把握するための診断

法が準備される必要がある。 

その方途として耐震性に関しては，精密診断から簡易診断まで用

途に応じた耐震診断法が確立されており 2），耐震診断値という具体

的な数値によって建物の倒壊危険性が評価可能となっている。また，

耐震性に関連した既往研究としては建物損傷度を用いた建物 1 棟当

りの死亡率の推定 3）も試みられている。一方，室内被害に関しては，

耐震診断法のような具体的診断方法は確立されていない。既往研究

の大半が家具転倒に代表される家具被害単体の調査・実験に終始し
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ているのに対し，居住者の負傷危険性にまで踏み込んだ研究として

は，マイクロゾーニングによる居住空間の危険度評価を試みた岡田

（1993）4）やオフィスビルにおける負傷発生予測を対象とした翠

川・佐伯（1995）5）を挙げることができる。両者とも地震動入力に

対する室内被害量と人間行動能力との関係から負傷発生事象をモデ

ル化し負傷危険性を評価するものであり，翠川らは家具転倒による

室内閉塞率から負傷率を確定的に定量化しているのに対し，岡田は

単位空間における家具被害の有無と居住者の存在を確率的に扱い，

そこでの居住者 1 人の受傷可能性を負傷程度も含めて評価している。

また，室内危険度を視覚的に認知するツールとしては，岡田・他

（2004）による室内危険度診断システム 6）や同システムの簡易版 7）

が Web 上で操作可能な状態で公開されており，今後の普及が期待さ

れる。このように，室内被害がもたらす負傷危険度に関してはシミ

ュレーションシステムが整備されつつある。しかしながら，そのベ

ースとなる人的被害の因果モデルについて，実被害データおよび理

論的裏付けを伴った負傷発生事象の議論は殆どされていない。また，

ユーザ側の視点として，当該世帯が有する潜在的な負傷危険性（被

災ポテンシャル）を具体的に把握する方法も確立されてはいない。

その主たる原因は，被災地において被害の定量化に耐えうる精度で

の詳細な実態データの入手困難性にあるといえる。 

筆者らは，2003 年十勝沖地震（以下，十勝沖地震と略称）と 2004

年新潟県中越地震（以下，中越地震と略称）の主要被災地において，

室内被害と負傷の詳細な実態調査を行ってきた 8）9）。本稿では，そ

の調査資料を基として，被震下住居内における負傷発生事象を考察

するとともに，個々の住家あるいは室内が有する負傷危険度を定量

評価する簡便な指標（簡易耐震診断に相当）の提案を試みる。 

 

４. 被震下住居内における負傷発生要因 

既往の被害地震における室内被害調査や筆者らの実態調査 8）9）か

ら，被震下住居内での負傷発生には室内変容と居住者の行為の密接

な関係が見て取れる。そこで，まず被震下で選択される行為につい

て，その発生頻度を十勝沖地震 8），中越地震 9）および東京大学社会

情報研究所による 1993年釧路沖地震 10），1995年兵庫県南部地震 11），

2003 年 7 月宮城県北部の地震 12）について見てみる（表 1）。被震下

での行動の類型化は近江・他（1981）13）による 1978 年宮城県沖地

震での調査研究に詳しく，本稿もそれを参照した。大別すると静止

と行動に別れ，行動は更に作業と移動に細分できる。同表より，被

震下で選択される行為は地震により異なり，兵庫県南部地震ではじ

っとしている等の状態保持が 67%，宮城県北部の地震では揺れに翻

弄され行動不能が 46%，十勝沖地震，中越地震でも静止がそれぞれ

72%，62%となっている。釧路沖地震は初期微動継続時間が 30 秒以

上続いたため他の地震に比較し行動が多いものの 14），多くの地震で

は揺れ最中は殆どの居住者が静止あるいは動けないことが分かる。 

次に，室内変容に関連して直接的な負傷要因について見てみる。

ここでは，負傷要因を物的要因と人的要因に分類し，更に物的要因

を構造部材，建具，家具，散乱物（特定不明）と調理物に細分した

（表 2）。室内での負傷に特定した調査として 1994 年北海道東方沖

地震 15），1995 年兵庫県南部地震 16），2000 年鳥取県西部地震 17）と十

勝沖地震 8），中越地震 9）における傾向を見ると，調査方法により分

類精度は異なるものの，家具による負傷割合が高く，兵庫県南部地

震で 46%，鳥取県西部地震で 33%，中越地震で 29%と負傷の約 3 割

は家具の転倒落下が占めている（表 2）。また，散乱物による負傷も

高い割合を示しているが，こちらは揺れの終息後にも発生する可能

性があり，それが加わっていることも考えられる。また，総務省消

防庁が岩手県と宮城県において実施した2003年5月宮城県沖の地震

による負傷者調査にも，家具の転倒落下による負傷が重傷の 25%を

占めていることが示されており 18），揺れている最中の家具転倒落下

の危険性が一般性をもって際立っていると言える（図 1）。 

 

表 1 揺れている最中の行動割合［%］ 

主体の行為 詳細 釧路沖地震 兵庫県南部地震 宮城県北部の地震 十勝沖地震 新潟県中越地震

静止 状態保持 24.1 67.0 16.3

身体保持 6.6 12.7 14.8 71.7 62.0

行動不能 17.5 30.0 46.1

行動・作業 火気始末等 3.8 30.9 11.3

弱者保護等 16.7 23.3 15.5 3.3 4.2

家具等支持 23.6 2.5 9.5 11.4 8.5

避難路確保 32.0 3.7 28.9

行動・移動 避難移動 28.4 11.8 18.3 5.4 5.6

目的移動 4.9 4.3 15.5

その他 23.9 19.9 39.5 3.8 5.6

873 2195 550 186 71

アンケート アンケート アンケート ヒアリング ヒアリング

調査母数

調査方法  

表 2 負傷要因別割合［%］ 

北海道東方沖地震 兵庫県南部地震 鳥取県西部地震 十勝沖地震 新潟県中越地震

物的要因 構造部材 3.1

建具 11.1

設備 4.0

家具 24.0 46.2 33.3 18.2 29.0

散乱物 60.0 29.2 11.1 50.0 43.0

調理物 14.0

人的要因 本人転倒 11.0 44.4 18.2 14.0

その他・不明 1.0 21.5 13.6

3452（271） 1032（130） 252（9） 186（22） 71（7）

アンケート ヒアリング アンケート ヒアリング ヒアリング

調査母数（負傷）

調査方法

負傷要因
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図 1 2003 年 5 月宮城県沖の地震における岩手県および宮城県の 

負傷者の負傷程度別負傷原因（括弧内は負傷者数） 

（文献 18，表 1.2.10 および表 1.2.11 より作成） 

 

５. 負傷危険ポテンシャル定量化指標 

以上に見られるとおり，被震下における居住者の受傷の一般的条

件は，居住者が静止状態にある時の家具の転倒落下である。実際に

負傷するか否かは家具の転倒落下の有無（すなわち，素因としての

室内空間の持つ危険ポテンシャルと誘因としての外力－揺れの大き

さ－との確率積）に居住者の条件付き任意性としての避難行動の適

否が関わる。対策の観点から議論するなら，外力を制御する免震・

制振装置を除けば，上記で事前対策が可能なのは素因としての危険

ポテンシャルである。すなわち，静止状態下における家具転倒落下

等の室内変容による負傷発生確率を評価し対策に生かすことが負傷

回避事前対策の鍵となる。この空間が持つ危険ポテンシャルは以下

のように定義されよう。ある閉空間に 1 人の居住者が静止していた

とし，そこに家具が転倒または落下した時に負傷すると仮定するな

ら，閉空間の床面積に対する家具転倒落下面積割合は，居住者の負

傷危険面積割合に一致する。これはその閉空間が持つ居住者への負



傷危険度を表しているので，これを閉空間が持つ負傷危険ポテンシ

ャルと称することにし，厳密に以下に定義する。 

(1) 家具単体に関する指標 

家具を図 2 のように直方体でモデル化し，その寸法を幅 W［m］，

奥行き D［m］，高さ H［m］としたとき，家具の底面面積を居住者

が立ち入れないという意味で家具占有面積 Sf［m2］とし，以下の式

で与える。 

DWPSf ・・=     (1) 

ここで，P は床面直置きの家具（P = 1）か否（P = 0）かを示すブ

ール関数であり，図 2 右のような場合は上段・下段家具の大小に関

わらず便宜的に下段家具の底面面積を家具占有面積とする。ただし，

ベッドやソファ等に関しては地震時に居住者がその上に存在する可

能性があるため家具占有面積は考慮せず床上と同等と見なす。 

家具の転倒に関しては，その範囲を家具転倒面積 St［m2］とし，

以下の式で与える（図 2 左）。 

HWTPSt ・・・=     (2) 

ここで，T は家具の転倒確率（0 ≤ T ≤ 1.0）であり，揺れの大きさ，

家具形状（アスペクト比）や固定の有無等に依存する。ポテンシャ

ルを求めるときは T = 1.0（ただし，食卓や調理台等のアスペクト比

が 1 に近い置き家具 19）は転倒しないものとし T = 0）とする。 

家具の落下に関しては，その範囲を家具落下面積 Sr［m2］とし，

以下の式で与える（図 2 右）。 

2)1( rTPSr ・・・ π−=    (3) 

ここに， 

( ) ( )22 22 HWr +=  

 
図 2 家具寸法と家具占有，家具転倒，および家具落下面積 

 

(2) 閉空間に関する指標 

床面積 S［m2］の閉空間に m 個の家具が存在するとき，居住者が

存在可能な領域を有効床面積 Se［m2］とし，以下の式で定義する。 

∑
=

−=
m

i
iSfSSe

1
    (4) 

上記平面（有効床面積 Se）での家具の転倒落下による床面積の被

災割合を家具転倒落下領域率 Rtr とし，以下の式で与える。 

Se

SrSt
Rtr

m

i
ii∑

=
+

= 1
)(

    (5) 

すなわち，家具転倒落下領域率とは，居住者が存在可能な床面積

（有効床面積）の家具転倒落下による減少率を示したものである。

ただし，転倒落下による家具の重なりは発生しないと仮定する。 

 

６. 負傷発生の理論確率モデル 

前章の指標に従い，家具の転倒落下と負傷発生の関係を一般化し

て議論するためのモデル構築を試みる。なお，ここでの負傷発生と

は家具転倒落下領域に居住者が存在していた場合を指す。 

有効床面積 Se［m2］を 1 人の居住者が占める面積を単位に N 個の

微小平面に分割すると，家具転倒落下領域の分割数は N×Rtr 個と表

される。居住者 1 人が平面内でランダムに分布していると仮定した

場合，負傷が発生する確率 p は N 個の微小平面から家具転倒落下領

域 N×Rtr 個の微小平面を 1 つ選ぶ確率と等しく以下の式で表される。 

RtrCCp NRtrN == × 11    (6) 

ここに， 

)!(!
!

knk
nCkn −

=  

すなわち，居住者 1 人の負傷確率は家具転倒落下領域率 Rtr に等

しい。更に，その平面に n 人が存在している場合，狭小空間に多人

数が居留する場合を除き，各人における負傷発生確率 p はほぼ独立

とみなせるので，x 人が負傷する確率 P[X=x]は家具転倒落下領域率

Rtr を負傷確率とした以下の二項分布で近似できる。 

[ ] xnx
xn RtrRtrCxXP −−== )1(   x = 0, 1, 2,…, n (7) 

以上の関係より，ある閉空間における平面内人数 n（在室，ある

いは在宅人数）とその平面での家具転倒落下領域率 Rtr が求まれば，

負傷人数 x の発生確率 P を求めることができる。一例として，式(7)

において n = 4 のとき，Rtr を 0.1～0.9 まで 0.1 刻みで変化させた場

合の負傷発生確率 P の変化を図 3 に示す。 

0
1
2
3
4

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9
0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

P

x

Rtr

n = 4

 
図 3 平面内人数 4 人(n = 4)の場合の家具転倒落下領域率(Rtr)， 

負傷者数(x)とその発生確率（P[X=x]）の関係 

 

一方，居住者にとっては当該世帯での負傷発生の有無を把握する

ことが要請事項として具体的である。すなわち，負傷者が 1 人以上

となる確率が 0.5 を超える（P[X≥1] ≥ 0.5）とき，その境界値となる

家具転倒落下領域率 Rtr と平面内人数 n との関係を図示すると図 4

（n = 1～7 の場合）となる。家具転倒落下領域率が図中の折れ線よ

りも高い範囲では，負傷者が発生しない確率よりも発生する確率の

方が高くなることを示している。図より，家具転倒落下領域率が低

D［m］ 
W［m］ 

H［m］家具占有面積 

Sf = W・D［m2］ 

家具転倒面積 

St = W・H［m2］ 

家具落下面積 

Sr = π・r2［m2］ 
r = 22 )2/()2/( HW +  

H［m］

W［m］ 

r［m］ 

D［m］



い場合であっても，その平面内に存在する人数の増加に伴い負傷者

発生の可能性が高くなることが見て取れ，平面内に 3 人いた場合，

家具転倒落下領域率 Rtr が 0.2 程度でも負傷者が発生する確率は約

50%となることが分かる。 
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図 4 平面内人数(n)に対する 1 人以上負傷する確率が 0.5 

(P[X≥1] = 0.5)となる家具転倒落下領域率(Rtr) 

 

７. 実態との検証 

十勝沖地震および中越地震における室内被害実態調査で得られた

資料を基に前章の理論確率モデルの妥当性を検証する。当調査は主

要被災地の被災世帯を対象に室内・家具の実測を行い，居住者の行

動および室内変容を詳細に聞き取った調査である。なお，調査の詳

細については文献 8），9）を参照されたい。 

(1) 解析資料 

はじめに，4 章で示した負傷危険ポテンシャルの定義に従い，地

震時に静止し家具転倒落下による負傷を前提条件とし，調査資料を

整理する。負傷発生には居室用途や建物平面計画等の地域性も影響

しようが，負傷発生危険ポテンシャルは式(7)より分かるとおり平面

内居住人数と家具転倒落下領域率のみが説明変数となるので，上記

の地域性は無視できる。解析資料の概要を表 3 に示す。これは，先

の前提条件を基に十勝沖地震と中越地震において調査対象者が地震

発生時に居た場所を居室単位で集計し，在室人数および負傷者数別

に分類したものである。表 3 上段は地震時に行動した者を除き，終

始静止していた人数を在室人数として集計している。揺れの最中に

静止という行為を選択し，家具の転倒落下により負傷した者は 3 名

と少なかった。そこで，解析対象を増やすべく，居住者全員が地震

発生から揺れが終息するまでに動かなかったと仮定し，その位置（地

震発生直前の所在位置）に家具の転倒落下が重なった場合，その居

住者を負傷者とみなして資料を再整理したのが表 3 下段である。前

提条件より，表 3 上段と下段は同義とみなせるので，以下，対象人

数のより多い表 3 下段の資料を基に理論確率モデルとの比較を行う。 

 

表 3 解析資料（家具転倒落下による負傷者数(x)別居室数） 

揺れの最中に在室者が静止していた居室数［室］

在室人数：n 負傷者：x=0 負傷者：x=1 負傷者：x=2 負傷者：x=3 計

1人 74 2 76

2人 9 1 0 10

3人 5 0 0 0 5

計 88 3 0 0 91  

地震発生直前の所在位置で在室者が静止したと仮定した場合の居室数［室］

在室人数：n 負傷者：x=0 負傷者：x=1 負傷者：x=2 負傷者：x=3 負傷者：x=4 負傷者：x=5 計

1人 104 11 115

2人 34 5 1 40

3人 7 0 0 1 8

4人 4 0 0 0 0 4

5人 1 0 0 0 0 0 1

計 150 16 1 1 0 0 168  

なお，実態調査で計測対象とした家具は本棚，仏壇，テレビ，ス

テレオ，鏡台，靴箱，タンス，食器棚，棚，洗濯機，冷蔵庫，スト

ーブ，机，テーブル，調理台等の耐久消費財である。 

(2) 理論確率モデルと実態との比較 

表 3 下段の資料について，家具転倒落下領域率別に実測度数と式

(7)による二項分布を用いた理論度数との関係を表 4 にまとめる。こ

の表は理論確率モデルに従い，在室人数と家具転倒落下領域率を階

級幅 0.1で分類したものであり，理論度数とは式(7)の nに在室人数，

x に負傷者数，Rtr には家具転倒落下領域率の階級平均値を代入して

二項確率を求め，それに階級度数（それぞれの階級に属する実測居

室数）を乗じて負傷者数別の居室数として求められる。階級度数が

2 以下の場合を除き，実測度数と理論度数は概ね一致している。な

お，表 3 下段の在室人数が 4 人と 5 人の居室は家具転倒落下領域率

が 0 であったため掲載を省略した。また，同表より階級ごとに在室

総人数と負傷総数との比より負傷率を求め，実測値（相対度数）と

理論値（二項確率）との関係（階級度数が 2 以下の場合を除く）で

グラフ化したものを図 5 に示す。図より二項分布を用いた理論確率

モデルは実態とよく整合していることが見て取れる。なお表 3 上段

の場合においても，ほぼ同様の傾向が得られることを確認している。 

 

表 4 在室人数(n)，家具転倒落下領域率(Rtr)と負傷者数(x)別の 

実測度数と理論度数［室］ 

在室人数：n=1
家具転倒落下領域率：Rtr 負傷者：x=0 負傷者：x=1

階級 階級平均 実測度数 理論度数 実測度数 理論度数

0.0-0.1 0.01 76 76 75.0 0 1.0
0.1-0.2 0.15 18 14 15.3 4 2.7
0.2-0.3 0.26 8 6 5.9 2 2.1
0.3-0.4 0.35 7 5 4.6 2 2.4
0.4-0.5 0.44 3 2 1.7 1 1.3
0.5-0.6 0.53 1 1 0.5 0 0.5
0.6-0.7 0.60 1 0 0.4 1 0.6
0.7-0.8 0
0.8-0.9 0.85 1 0 0.1 1 0.9

在室人数：n=2
家具転倒落下領域率：Rtr 負傷者：x=0 負傷者：x=1 負傷者：x=2

階級 階級平均 実測度数 理論度数 実測度数 理論度数 実測度数 理論度数

0.0-0.1 0.01 26 25 25.3 1 0.7 0 0.0
0.1-0.2 0.16 7 4 5.0 3 1.9 0 0.2
0.2-0.3 0.26 4 2 2.2 1 1.5 1 0.3
0.3-0.4 0.37 2 2 0.8 0 0.9 0 0.3
0.4-0.5 0.40 1 1 0.4 0 0.5 0 0.2

在室人数：n=3
家具転倒落下領域率：Rtr 負傷者：x=0 負傷者：x=1 負傷者：x=2 負傷者：x=3

階級 階級平均 実測度数 理論度数 実測度数 理論度数 実測度数 理論度数 実測度数 理論度数

0.0-0.1 0.03 6 6 5.5 0 0.4 0 0.0 0 0.0
0.1-0.2 0.20 1 1 0.5 0 0.4 0 0.1 0 0.0
0.2-0.3 0.24 1 0 0.4 0 0.4 0 0.1 1 0.0

階級
度数

階級
度数

階級
度数
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図 5 実測値(相対度数)と理論値(二項確率)の比較 



以上より，ある居室における負傷者発生確率は，在室人数と家具

転倒落下領域率から二項分布を用いて説明できることが示された。 

 

８. 負傷危険ポテンシャルと簡易負傷危険度評価手法 

負傷要因となる家具の転倒条件は，建物への入力に対する床応答

の最大速度・最大加速度と家具形状，および家具と床との摩擦係数

によって確率的に推定できる 20）。しかしながら，これらのパラメー

タの決定には当該地域で想定される地震の不確定性や建物構造・階

数による床応答の違い，さらに家具が積層された場合の挙動解析

等々の考察が要求され，容易ではない。個人レベルの対策において

は，専門知識を要しないより簡便な危険度定量化手法の開発が望ま

れる。本章において，ここまで議論してきた負傷発生危険ポテンシ

ャルを応用した診断法を提案する。 

4 章で既述のとおり負傷発生危険ポテンシャルは，室内空間が持

つ潜在的負傷発生確率を意味する。すなわち，空間内にある全ての

家具が転倒したとするとき（家具転倒落下領域率算定式(2)および式

(3)において転倒確率 T = 1.0 とする）の負傷発生確率に一致する。

空間の危険度認知という点に斟酌するならば，負傷危険ポテンシャ

ルは防災の本質的思想である最悪状況下を想定した対策（フォール

トトレランス）に通じる概念である。なお，入力を考慮する場合は，

家具転倒落下領域率算定式(2)および式(3)において転倒確率 T を考

慮すればよい。T については，入力震度と転倒確率の関係が文献 20）

21）等に与えられている。 

(1) 負傷発生危険ポテンシャルの簡易指標 

算出過程に家具の寸法計測等，煩雑な作業を要する家具転倒落下

領域率に代わり，一般居住者が容易に算出可能な負傷危険ポテンシ

ャルの簡易指標として家具密度 Fd［個/m2］を提案する。家具密度

とは床面積当りの家具数であり，床面積 S［m2］の閉空間に m 個の

家具が存在するとき，次式で表される。 

S
mFd =      (8) 

ここでの家具とは 7 章に示した耐久消費財（ベッド，ソファ等を

除く）である。式(8)より，例えば建物全体の家具密度は延べ床面積

と全所有家具数から，部屋の場合は部屋の床面積と室内の所有家具

数から容易に算出できる。図 6 は十勝沖地震と中越地震の調査住家

における家具が存在する部屋（風呂，便所，押入れ等の収納は除く）

全てについて，潜在的家具転倒落下領域率 Rtrroom-potential と部屋家具密

度 Fdroom の関係を示したものである。ここで，潜在的家具転倒落下

領域率とは転倒・落下の可能性がある家具（食卓，調理台等アスペ

クト比が 1 に近い置き家具 19）を除く耐久消費財）が全て転倒・落

下した場合の領域率を表す。図より，分布には幅があるものの家具

密度と潜在的家具転倒落下領域率にはある程度の相関性（相関係数

0.55）が認められ，以下の式が得られる。 

roompotentialroom FdRtr ・890.0≈−    (9) 

したがって，家具密度 fd の部屋に n 人が存在するとき，負傷者数

が x 人となる確率は式(9)を式(7)に代入し，対象とする家具全てが転

倒落下した場合の式(7)の近似式として次式で表せ，家具密度および

在室人数から負傷発生確率を算定することができる。 

[ ] xn
room

x
roomxnpotentialroom FdFdCxXP −

− −≈= )890.01()890.0( ・・  (10) 

x = 0,1,2,…,n 

式(10)を用い，図 7 に在室人数 n = 1～7 における部屋家具密度と 1

人以上負傷者が発生する確率の関係を示す。これは，部屋での家具

密度を算出し，その空間における在室者数との交点から，その空間

での負傷発生確率を把握する早見グラフとして利用できる。また，

負傷発生確率が 0.5 を超える空間は危険空間であると判断できるこ

とから，図 7 において負傷確率が 0.5 となる家具密度を負傷顕在化

家具密度と称し表 5 に示すとともに，その家具密度を縦軸にとり，

在室人数を横軸とした場合の関係を図 8 に示す。同図には調査世帯

における在室人数別の（地震時に動かなかったと仮定した場合の）

負傷の有無をプロットしてある。図より，負傷発生は大凡負傷顕在

化家具密度の曲線付近かそれ以上の範囲に見られ，家具密度を用い

ることでもある程度の負傷危険度評価が可能であると言える。 

 

Rtr room-potential  = 0.890・Fd room

R = 0.55
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図 6 部屋家具密度(Fdroom)と潜在的家具転倒落下領域率 

(Rtrroom-potential)の関係 
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図 7 在室人数(n)別の部屋家具密度(Fdroom)と 1 人以上 

負傷者が発生する確率（Proom-potential[X≥1]） 

 

表 5 在室人数(n)と負傷顕在化家具密度(Fdroom) 

在室人数：n 1 2 3 4 5 6 7

負傷顕在化家具密度：Fdroom 0.56 0.33 0.23 0.18 0.15 0.12 0.11  

在室人数［人］ 
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図 8 在室人数(n)別の負傷顕在化家具密度(Fdroom)と 

負傷者(x)の有無 

 

(2) 評価事例 

実態調査における事例を潜在的危険性の観点から評価する。図 9

は中越地震における調査事例（在宅 3 名）である。家具寸法，家具

が直置きか否かを P(直置)で，転倒しない置き家具の区別を T(転倒)

で与え，式(5)から諸室の負傷危険度（家具転倒落下領域率）を評価

すると表 6（同表中の諸室ポテンシャル欄 Rtr）のようになる。同表

には家具密度を用いた簡便法による結果（同欄 Rtr(0.890・Fd)）も

併記してある。寸法計測から求めた家具転倒落下領域率に対して簡

便法による評価は若干危険側での過大評価となっているものの概ね

一致していることが確認できる。また，玄関のように室面積に対し

て単一家具が極端に大きい場合は過小評価となることも推察される。 
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図 9 中越地震での調査事例（網掛け部は実際の家具転倒落下領域） 

 

 

表 6 諸室の設置家具および家具転倒落下領域率(Rtr) 
居間
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
テーブル 1040 750 330 1 0 0.78 0.00 0.00
テレビ台 640 440 400 1 1 0.28 0.26 0.00
テレビ 760 520 580 0 1 0.00 0.00 0.72
人形ケース 630 290 550 1 1 0.18 0.35 0.00
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 11.6 10.3 0.13 簡便法 4 0.35 0.31

仏間
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
仏壇 660 600 1700 1 1 0.40 1.12 0.00
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 15.7 15.3 0.07 簡便法 1 0.06 0.06

DK
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
電話台 600 300 800 1 1 0.18 0.48 0.00
テレビ台 650 480 450 1 1 0.31 0.29 0.00
テレビ 640 460 500 0 1 0.00 0.00 0.52
マッサージチェア 650 900 400 1 0 0.59 0.00 0.00
テーブル 1630 840 700 1 0 1.37 0.00 0.00
食器棚 1800 400 1800 1 1 0.72 3.24 0.00
棚 1200 450 850 1 1 0.54 1.02 0.00
棚 220 430 850 1 0 0.09 0.00 0.00
ワゴン 300 400 700 1 1 0.12 0.21 0.00
電子レンジ 500 420 330 0 1 0.00 0.00 0.28
冷蔵庫 650 650 1800 1 1 0.42 1.17 0.00
流し台 1610 640 860 1 0 1.03 0.00 0.00
コンロ台 1350 640 860 1 0 0.86 0.00 0.00
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 15.9 9.7 0.74 簡便法 13 0.82 0.73

寝室（祖父）
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
和ダンス 880 420 1630 1 1 0.37 1.43 0.00
棚 450 450 1000 1 1 0.20 0.45 0.00
机 1000 650 730 1 0 0.65 0.00 0.00
洋ダンス 940 600 1800 1 1 0.56 1.69 0.00
テレビ台 620 450 400 1 1 0.28 0.25 0.00
テレビ 640 460 500 0 1 0.00 0.00 0.52
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 11.4 9.3 0.47 簡便法 6 0.53 0.47

脱衣室
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
洗面台 750 600 1900 1 0 0.45 0.00 0.00
棚 270 310 1800 1 0 0.08 0.00 0.00
洗濯機 540 600 1850 1 1 0.32 1.00 0.00
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 3.7 2.9 0.35 簡便法 3 0.81 0.72

玄関
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
靴箱 1750 450 970 1 1 0.79 1.70 0.00
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 3.7 2.9 0.58 簡便法 1 0.27 0.24

廊下
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
棚 750 400 650 1 1 0.30 0.49 0.00
電話台 280 310 800 1 1 0.09 0.22 0.00
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 10.6 10.2 0.07 簡便法 2 0.19 0.17

サンルーム
家具 W[㎜] D[㎜] H[㎜] P(直置) T(転倒) Sf[㎡] St[㎡] Sr[㎡]
棚 440 280 870 1 1 0.12 0.38 0.00
部屋 S[㎡] Se[㎡] Rtr m[個] Fd[個/㎡]
ポテンシャル 3.3 3.2 0.12 簡便法 1 0.30 0.27

Rtr(0.890・Fd)

Rtr(0.890・Fd)

Rtr(0.890・Fd)

Rtr(0.890・Fd)

Rtr(0.890・Fd)

Rtr(0.890・Fd)

Rtr(0.890・Fd)

Rtr(0.890・Fd)

 
 

 

仏間 

廊下 
寝室

居間 DK 

玄関 

脱衣 
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表 7 諸室の在室人数別負傷発生確率と負傷顕在化確率 

（括弧内は簡便法による確率） 

居間 仏間
在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率 在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率

1 0 0.87(0.69) 0.87(0.69) 1 0 0.93(0.94) 0.93(0.94)
1 0.13(0.31) 0.13(0.31) 1 0.07(0.06) 0.07(0.06)

2 0 0.76(0.48) 0.76(0.48) 2 0 0.86(0.89) 0.86(0.89)
1 0.22(0.43) 0.24(0.52) 1 0.14(0.11) 0.14(0.11)
2 0.02(0.09) 2 0.01(0.00)

3 0 0.66(0.33) 0.66(0.33) 3 0 0.80(0.15) 0.80(0.15)
1 0.29(0.44) 0.34(0.67) 1 0.19(0.40) 0.20(0.85)
2 0.04(0.20) 2 0.01(0.35)
3 0.00(0.03) 3 0.00(0.10)

DK 寝室（祖父）
在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率 在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率

1 0 0.26(0.27) 0.26(0.27) 1 0 0.53(0.53) 0.53(0.53)
1 0.74(0.73) 0.74(0.73) 1 0.47(0.47) 0.47(0.47)

2 0 0.07(0.08) 0.07(0.08) 2 0 0.29(0.28) 0.29(0.28)
1 0.38(0.40) 0.93(0.92) 1 0.50(0.50) 0.71(0.72)
2 0.55(0.53) 2 0.22(0.22)

3 0 0.02(0.02) 0.02(0.02) 3 0 0.15(0.15) 0.15(0.15)
1 0.15(0.16) 0.98(0.98) 1 0.40(0.40) 0.85(0.85)
2 0.43(0.43) 2 0.35(0.35)
3 0.41(0.38) 3 0.10(0.10)  

脱衣室 玄関
在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率 在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率

1 0 0.65(0.28) 0.65(0.28) 1 0 0.42(0.76) 0.42(0.76)
1 0.35(0.72) 0.35(0.72) 1 0.58(0.24) 0.58(0.24)

2 0 0.42(0.08) 0.42(0.08) 2 0 0.18(0.58) 0.18(0.58)
1 0.45(0.41) 0.58(0.92) 1 0.49(0.36) 0.82(0.42)
2 0.12(0.51) 2 0.33(0.06)

3 0 0.28(0.02) 0.28(0.02) 3 0 0.08(0.44) 0.08(0.44)
1 0.44(0.17) 0.72(0.98) 1 0.31(0.42) 0.92(0.56)
2 0.24(0.44) 2 0.42(0.13)
3 0.04(0.37) 3 0.19(0.01)

廊下 サンルーム
在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率 在室人数 負傷者 発生確率 顕在化確率

1 0 0.93(0.83) 0.93(0.83) 1 0 0.88(0.73) 0.88(0.73)
1 0.07(0.17) 0.07(0.17) 1 0.12(0.27) 0.12(0.27)

2 0 0.86(0.69) 0.86(0.69) 2 0 0.77(0.53) 0.77(0.53)
1 0.13(0.28) 0.14(0.31) 1 0.21(0.39) 0.23(0.47)
2 0.00(0.03) 2 0.01(0.07)

3 0 0.80(0.57) 0.80(0.57) 3 0 0.68(0.39) 0.68(0.39)
1 0.18(0.35) 0.20(0.43) 1 0.28(0.43) 0.32(0.61)
2 0.01(0.07) 2 0.04(0.16)
3 0.00(0.00) 3 0.00(0.02)  



表 7 は諸室における在室人数別の負傷発生確率および顕在化確率

（負傷発生の確率総和であり，1 人以上の負傷者が発生する確率を

意味する）を示したものである。地震発生時，3 名は DK で食事中

であったが，実際の家具転倒落下は 2 個のみ（領域率 0.08 程度）に

止まったため，負傷顕在化確率は 0.23 と低く，負傷者は発生しなか

った。しかし，負傷発生危険ポテンシャルでみると負傷顕在化確率

は 0.98 と極めて高く危険空間であることが分かる。当該世帯にとり

負傷が発生しなかったのは揺れが小さいことによる幸運な事象であ

ったことを認識することが重要であり，このような情報の獲得が対

策の第一歩となり得る。また，対策効果の検討には，仮に DK の食

器棚を固定した場合(T = 0)を想定すると，負傷顕在化確率は 0.79 と

なり，家具固定の効果を具体的な数値により理解できる。 

 

９. 安全化対策に向けた室内安全化規準 

従前より，筆者らは実態調査を通じて建物・部屋ともに家具密度

0.3［個/m2］が負傷発生を左右する大凡の閾値となっていることを

感覚的に捉えてきた（図 10）9）。同図は十勝沖地震と中越地震にお

ける調査世帯について部屋および建物の家具密度と負傷発生の有無

（家具転倒・落下，散乱物および本人転倒による負傷を含む）を全

ての部屋についてプロットしたものである。ここでは負傷発生の閾

値について再検証し室内安全化規準として提示する。 

前述までは主に居室を基本単位とし扱っていたが，ここでは建物

全体を対象とした解析を行う。はじめに，図 6 と同様にして，調査

住家における建物全体の潜在的家具転倒落下領域率 Rtrdwelling-potential

と建物家具密度 Fddwelling の関係を図 11 に示す。図 6 の部屋における

分布に比較してばらつきは小さく相関性も高い（相関係数 0.75）。

この関係より，式(9)，式(10)と同様に以下の 2 式が導出される。 

dwellingpotentialdwelling FdRtr ・956.0≈−    (11) 

[ ] xn
dwelling

x
dwellingxnpotentialdwelling FdFdCxXP −

− −≈= )956.01()956.0( ・・

 (12) 

x = 0,1,2,…,n 

次に，表 5 と同様にして建物全体の負傷顕在化家具密度を求める

と表 8 のとおりとなる。居室単位に比較して，建物単位の負傷顕在

化家具密度はやや低い値となっている。表 5 および表 8 から縦軸に

負傷顕在化家具密度，横軸に在宅・在室人数をとり，建物と部屋そ

れぞれの関係を図示すると図 12 となる。ここで，式(10)および(12)

における二項分布は離散型の確率関数なので，べき乗関数により連

続関数で近似すると，次式のようになる。 

建物の負傷顕在化家具密度： 862.0541.0 −≈ nFddwelling ・  (13) 

部屋の負傷顕在化家具密度： 862.0581.0 −≈ nFdroom ・  (14) 

上式を用いて負傷発生の閾値を求める。平成 12 年国勢調査 22）に

よると，全国における平均世帯人数は 2.70 人である。また，平成

13 年社会生活基本調査 23）および平成 12 年国勢調査 22）より平均居

室人数を求めると 1.47 人となり，これらを用いて式(13)，式(14)よ

り日本平均での負傷顕在化家具密度を求めると，建物で 0.25［個/m2］，

部屋で 0.42［個/m2］となる。図 10 におけるプロットを地震時に静

止したと仮定した場合について図示したのが図 13 である。同図には

先に求めた日本平均の負傷顕在化家具密度，および例として図 9（建

物家具密度 0.29［個/m2］）における諸室の分布も併記してある。図

より，地震時に静止していた場合，建物・部屋ともに負傷顕在化家

具密度周辺，またはそれ以上の範囲で負傷が発生しており，従来の

感覚的な閾値を本手法により理論的に示すことができた。また，図

9 の事例の分布を見ると，建物全体としてはやや危険であるが，居

間や仏間等は安全空間となっている。しかし，在室時間が長い寝室

や DK は危険空間となっており，家具の固定や設置家具数を見直す

等の対策を講じる必要があることが分かる。 

ここに示した値，すなわち家具密度【建物：0.25［個/m2］，部屋：

0.42［個/m2］】は，本邦の平均的世帯の家具密度を示すものでもあ

り，これを超えたところで負傷発生危険は極めて高くなることより，

室内安全化規準の適正家具密度上限値として提案する。 
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図 10 十勝沖地震・中越地震における負傷発生と家具密度（横軸：

建物全体としての家具密度，縦軸：各部屋の家具密度）の関係 

 

Rtr dwelling-potential  = 0.956・Fd dwelling

R = 0.75
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図 11 建物家具密度(Fddwelling)と潜在的家具転倒落下領域率

(Rtrdwelling-potential)の関係 

 

表 8 在宅人数(n)と負傷顕在化家具密度(Fddwelling) 

在宅人数：n 1 2 3 4 5 6 7

負傷顕在化家具密度：Fddwelling 0.52 0.31 0.22 0.17 0.14 0.11 0.10
 



Fddwelling = 0.541n -0.862

Fdroom= 0.581n -0.862

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0 1 2 3 4 5 6 7 8

n

Fd

建物

部屋

建物

部屋

 
図 12 在宅・在室人数(n)と負傷顕在化家具密度(Fd)の関係 
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図 13 図 10 において地震時に静止したと仮定した場合の家具転倒

落下による負傷者(x)と家具密度(Fd)との関係と図 9 の諸室の分布 

 

10. まとめ 

まとめとして，①家具転倒落下領域率を用いた負傷発生事象の理

論モデルと二項分布による負傷発生確率は，実態調査で得られた結

果をよく説明しており，その妥当性が示された。②潜在的室内負傷

危険度の簡易評価指標として家具密度を提案し，その有効性を示す

とともに，室内安全化規準としての適正家具密度を提示した。 

室内安全化対策が遅々として進まない理由には，現状危険度の認

識不足と対策効果の不透明さが少なからず影響していると推察され

る。現状理解は適切な対策への第一歩であり，本研究がその一助と

なれば幸いである。本研究から導ける負傷発生軽減化対策は在室人

数の多い空間については家具転倒落下領域率の拡大を抑制すること

にある。すなわち，発生原因となる家具を床面積に対して適正数以

下に減らす予防型対策を第一に考え負傷発生危険ポテンシャルを抑

えた上で，家具の転倒落下防止および配置等で危険領域を最小限に

する発災対応型対策を次に考えるのが効果的対策となる。 

最後に，本研究は居室単位，建物単位に留まらず地域や県単位で

の負傷発生予測にも有効であると考えられ，今後はより広域での応

用方法について提示する予定である。また，本研究は被震下室内で

静止した場合の負傷に限定したが，これが負傷発生事象の全てでは

なく居住者行動を伴う場合についてもモデル化していく必要がある。 
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